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件 名 
港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策ガイドライン（中間とりまとめ） 

～港湾における高潮被害の軽減に向けて～ 

  

概 要 

港湾における高潮対策を進めるため「港湾の堤外地等における高潮リス

ク低減方策ガイドライン」について、本日、中間とりまとめを公表し、全

国に先駆けて三大湾において「フェーズ別高潮対応計画」の検討を開始し

ます。 

我が国の港湾においては、海岸保全施設より海側のいわゆる堤外地に、物流機能が集

中し、様々な企業が立地しています。特に、経済活動の中枢である三大湾においては、

臨港地区の８割以上が堤外地であることから、高潮被害により、我が国全体の物流・生

産活動が大きく停滞する可能性があります。そのため、国土交通省港湾局では、「港湾

の堤外地等における高潮リスク低減方策検討委員会」を平成２９年１月に設置し、検討

を進めているところです。 

高潮は、気象庁が発表する注意報や警報等の気象情報により、事前の予測や警戒レベ

ルの把握が可能であり、委員会においては、港湾管理者や立地企業等が連携し、気象情

報のレベルに応じて、予め取るべき浸水対策や避難行動を想定し整理する「フェーズ別

高潮対応計画」が提案されました。「港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策ガイ

ドライン」（中間とりまとめ）は、「フェーズ別高潮対応計画」等の高潮対策の考え方を

整理したものであり、三大湾で「フェーズ別高潮対応計画」の今年度中の策定に向け、

検討を開始します。 

 

国土交通省港湾局では、引き続き、委員会でご議論をいただきながら、今年度中にガ

イドラインの最終とりまとめを予定しています。 

 

  

取扱い － 

  

配 布 

場 所 

近畿建設記者クラブ、大手前記者クラブ、神戸海運記者クラブ、 

神戸民放記者クラブ、みなと記者クラブ 

  

問 合 

せ 先 

国土交通省 港湾局 海岸・防災課  早川
はやかわ

、井
い

出
で

 

ＴＥＬ：03-5253-8111（内線 46735､46732）、03-5253-8688（直通） 

ＦＡＸ：03-5253-1654 



 

港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策ガイドライン（中間とりまとめ） 

～港湾における高潮被害の軽減に向けて～ 

 

 

 

 

 

我が国の港湾においては、海岸保全施設より海側のいわゆる堤外地に、物流

機能が集中し、様々な企業が立地しています。特に、経済活動の中枢である三

大湾においては、臨港地区の８割以上が堤外地であることから、高潮被害によ

り、我が国全体の物流・生産活動が大きく停滞する可能性があります。そのた

め、国土交通省港湾局では、「港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策検

討委員会」を平成２９年１月に設置し、検討を進めているところです。 

 

国土交通省港湾局では、今年度中に第 4回検討委員会を開催し、委員会でご

議論をいただきながら、ガイドラインの最終とりまとめを予定しています。 

 

 《添付資料》・港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策検討委員会  

中間とりまとめ（概要） 

       ・港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策検討委員会  

構成員名簿 

 

 《参  考》・中間とりまとめ本文掲載ページ ＵＲＬ 

        http://www.mlit.go.jp/common/001203907.pdf 

       ・港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策検討委員会  

開催経緯 

        第１回 平成２９年１月１１日 

        第２回 平成２９年３月２１日 

        第３回 平成２９年７月１８日 

 

港湾における高潮対策を進めるため「港湾の堤外地等における高潮リス

ク低減方策ガイドライン」について、本日、中間とりまとめを公表し、全

国に先駆けて三大湾において「フェーズ別高潮対応計画」の検討を開始し

ます。 
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港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策検討委員会 

委 員 構 成 

   （敬称略） 

区  分 氏  名 所    属 

委 員 長 岡安 章夫 東京海洋大学学術研究院 教授 

委 員 田中  淳 東京大学大学院 情報学環 総合防災情報研究センター長 

〃 小野 憲司 前 京都大学 防災研究所 総合防災研究グループ 教授 

〃 田島 芳満 東京大学大学院 工学系研究科 社会基盤学専攻 教授 

〃 

（東京湾ＷＧ長） 
鈴木 崇之 横浜国立大学大学院 都市イノベーション研究院 准教授 

〃 

（伊勢湾ＷＧ長） 
富田 孝史 名古屋大学大学院 環境学研究科 都市環境学専攻 教授 

〃 

（大阪湾ＷＧ長） 
青木 伸一 大阪大学大学院 工学研究科 教授 

〃 白石 哲也 （一社）港湾荷役機械システム協会 専務理事 

〃 菊地 身智雄 国土交通省 港湾局長 

〃 加藤 雅啓 国土交通省 港湾局 海岸・防災課長 

〃 吉田 秀樹 国土交通省 国土技術政策総合研究所 沿岸海洋・防災研究部 部長 

〃 佐々木 洋 気象庁 総務部参事官（気象・地震火山防災担当） 

〃 笠尾 卓朗 海上保安庁 交通部 航行安全課 課長 

〃 石橋 洋信 国土交通省 関東地方整備局 港湾空港部長 

〃 田中 知足 国土交通省 中部地方整備局 港湾空港部長 

〃 杉中 洋一 国土交通省 近畿地方整備局 港湾空港部長 

〃 柴田 利雄 千葉県 県土整備部 次長 

〃 原   浩 東京都 港湾局 港湾整備部長 

〃 中上 一夫 川崎市 港湾局 港湾経営部長 

〃 厨川 研二 横浜市 港湾局 政策調整部担当部長 

〃 服部 順一 横須賀市 港湾部長 

〃 河野 修平 愛知県 建設部長 

〃 小出 真二 名古屋港管理組合 総務部 危機管理監 

〃 淺井  正 四日市港管理組合 経営企画部理事 

〃 水谷 優兆 三重県 県土整備部長 

〃 辰谷 義明 大阪府 港湾局長 

〃 糟谷 昌俊 兵庫県 県土整備部長 

〃 松井 圭一 大阪市 港湾局 防災・施設担当部長 

〃 西森 正至 神戸市 みなと総局 海岸防災担当部長 



     きせ 

 

平成２９年 １０月 ５日 
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我が国の港湾においては、海岸保全施設より海側のいわゆる堤外地に、物流機能が集中

し、様々な企業が立地しています。特に、経済活動の中枢である三大湾においては、臨港

地区の８割以上が堤外地であることから、高潮被害により、我が国全体の物流・生産活動

が大きく停滞する可能性があります。そのため、国土交通省港湾局では、「港湾の堤外地等

における高潮リスク低減方策検討委員会」を平成２９年１月に設置し、検討を進めている

ところです。 

 

国土交通省港湾局としては、今年度中に第 4回検討委員会を開催し、委員会でご議論を

いただきながら、ガイドラインの最終とりまとめを予定しています。 

 

 《添付資料》・港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策検討委員会 中間とりまとめ

（概要） 

       ・港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策検討委員会 構成員名簿 

 《参  考》・中間とりまとめ本文掲載ページ ＵＲＬ 

        http://www.mlit.go.jp/common/001203907.pdf 

       ・港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策検討委員会 開催経緯 

        第１回 平成２９年１月１１日 

        第２回 平成２９年３月２１日 

        第３回 平成２９年７月１８日 

 

【問い合わせ先】 

国土交通省 港湾局 海岸・防災課  早川、井出 

    ＴＥＬ：03-5253-8111（内線 46735､46732）、03-5253-8688（直通） 

ＦＡＸ：03-5253-1654 

港湾における高潮対策を進めるため「港湾の堤外地等における高潮リス
ク低減方策ガイドライン」について、本日、中間とりまとめを公表し、全
国に先駆けて三大湾において「フェーズ別高潮対応計画」の検討を開始し
ます。 
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